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広島市や岡山市といった大都市が存在する山陽地方では，都市内およびその周辺部の交通渋滞・混雑が

大きな問題となっている．一方，隣接する都市間が比較的遠い山陰地方では，拠点間を連絡する幹線道路

の旅行速度向上が課題である．このように中国地方では，地域によって道路交通の円滑化に対する課題や

ニーズ，内容が多様な状況にある．本稿では，まず，様々な都市や地域が適度に分布・分散した地域構造

である中国地方の拠点配置の特徴を整理する．次に，幹線道路ネットワークの現状を道路交通センサス等

の既存データを用いて分析する．そして，これらの実態をふまえつつ，｢道路の階層性｣の観点から中国地

方における幹線道路ネットワークの問題点・改善の方向性などについて考察する． 
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1. はじめに 
 
中国地方は，様々な都市や地域が適度に分布・分散し

た地域構造となっている．これら都市や地域の多くでは，

市街地の郊外化や都市機能の拡散の進展などがみられ，

｢隣接する都市・地域｣や｢産業・文化・行政等の中心と

なる拠点都市(県庁所在地など)｣との交流・連携の強化

が，今後これまで以上に重要になってくると考えられる． 
本稿では，中国地方の都市・地域の拠点配置の特徴を

整理しつつ，地域の人流・物流の交流・連携強化を支え

る高速道路等の高規格幹線道路や直轄国道といった幹線

道路の交通基盤の状況(以下，幹線道路ネットワーク)に
ついて｢道路階層の観点｣から考察する． 
なお，本来，鉄道など道路交通以外の交通機関も含め，

総合的な観点から幹線系交通基盤を整理すべきであるが，

①全国の平日の距離帯別代表交通機関別分担率をみる1)

と， 中国地方内の移動に該当する” 300km未満”の移動は，

7割以上が乗用車等であり，鉄道(約25%)に比べ占める割

合が高いこと，②首都圏や関西圏といった大都市圏と比

べ中国地方は鉄道の運行本数が少なく，特に山陰地方や

中山間地などでは自動車中心の社会が形成されているこ

と，などから本稿では｢道路交通｣に着目する． 
 
 
2. 中国地方の拠点配置の特徴 

 
中国地方各県の中心であり産業や文化，行政等の拠点

である①県庁所在地と，日常的な経済・社会活動を行う

うえで②地域の拠点となる都市(：以下，生活圏中心都

市)の2つレベルに分類し，中国地方の拠点配置の特徴を

整理する． 
 

(1) 県庁所在地 
中国地方各県の県庁所在地と隣接する都市間の距離を

図-1に示す． 
中国地方の県庁所在地はおよそ130～250km間隔で点在

している．山陰側の鳥取市～松江市，山陽側の岡山市～

広島市～山口市といった同一地方内(山陽・山陰内)の県

庁所在地間距離は130～160kmである．これに対し，鳥取

市～岡山市や松江市～山口市，松江市～広島市など山
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陽-山陰間の距離は170～240kmであり，山陽・山陰内に

比べて長い状況にある． 
 

(2) 生活圏中心都市 
日常的な経済・社会活動の拠点である生活圏域の設定

方法については様々な考え方がある．ここでは幹線道路

の一部を形成する直轄国道の指定基準2)にて示されてい

る拠点の選定の考え方を参考に設定する． 

拠点の選定の考え方 
①広域交通の拠点となる都市 
・地方中核都市：都道府県庁所在地及び人口概ね30万
人以上の市 

・経済・社会活動や生活の基盤となる中核的な都市：

人口概ね10万人以上かつ昼夜間人口比1以上の市 
②重要な空港・港湾*  
③その他の重要な拠点 
・半島地域等：2つ以上の市を含んだ人口概ね10万人

以上の半島地域 
*：本稿では拠点都市に着目し，重要空港･港湾は対象外とした． 

上記考え方を中国地方に適用したところ，人口が少な

い山陰地方および中山間地において十分な生活圏中心都

市が抽出できなかった．このため，中国地方の特性をふ

まえ，中核的な都市の基準を人口概ね”10万人”以上か

ら”5万人”以上とし，生活圏中心都市を設定した． 

追加の選定の考え方 
①広域交通の拠点となる都市 
・経済・社会活動や生活の基盤となる中核的な都市：

人口概ね5万人以上かつ昼夜間人口比1以上の市 

生活圏中心都市の配置と代表的な隣接する都市間の距

離を整理し，図-2に示す． 
人口が比較的多い山陽地方は概ね20～50km程度の間

隔で生活圏中心都市が存在している．これに対し、山陰

地方や中山間地では50～100km間隔となっており，隣接

する生活圏中心都市の間隔が大きい状況にある． 
 

(3) まとめ 
中国地方の拠点配置の状況を山陽・山陰別に整理した

ものを図-3に示す． 
山陽地方は県庁所在地，生活圏中心都市ともに配置間

隔が山陰地方に比べて密であるのに対し，山陰地方(中
山間地)は都市間距離が長く疎らである．このような状

況のなか山陽・山陰の地域間格差が生じることなく，地

域の交流・連携を強化し，経済・社会活動の機会を提供

するには，拠点間の連絡性能(旅行時間)をできる限り同

程度に担保することが必要となる． 

ちなみに，過年度に中国地方で実施した道路利用者へ

のアンケート調査結果より，隣接する生活圏中心都市の

距離が長くなるにつれ，理想とする旅行速度が高くなる

傾向が確認されている3)(図-4)．このことから，道路利用

者も拠点間の連絡性能(旅行時間)ができる限り同程度と

なることを望んでいると推測される． 
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図-1 県庁所在地の配置と隣接する都市間距離 
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図-2 生活圏中心都市の配置と代表的な隣接都市間距離 
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図-3 地域別の拠点配置の状況(イメージ) 
※距離は拠点間を直接連絡した概算値であり、あくまでも参考値 

生活圏中心都市の基準

• 設定基準① 県庁所在地/30万人以上の都市

• 設定基準② 10万人以上の市

• 設定基準③ 半島地域等

• 設定基準④ 5万人以上の市

図-4 移動距離に応じた理想とする旅行速度3) 
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*：距離に関わらず都市間の連絡性能(旅行時間)を担保するためには，

距離が長い都市間ほど旅行速度を高くすることが必要となる． 

 
 
3. 幹線道路ネットワークの現状 

 
(1) 幹線道路交通基盤の整備状況 
中国地方の幹線道路ネットワークである高速道路等の

高規格幹線道路と，直轄国道の整備状況を図-5に示す． 
山陽地方は，高規格幹線道路(山陽道)と直轄国道(国道

2号)が並走するように道路ネットワークが形成されてい

る．このため，災害などによりどちらか一方の道路が通

行不能となった場合には，他方の道路が代替路として機

能し大幅な迂回を回避することができる．また，県庁所

在地間のように100kmを超えるような距離が長い移動に

は高規格幹線道路を，20～50kmといった生活圏中心都

市間の比較的距離が短い移動には直轄国道を，といった

ように移動距離に応じ幹線道路を選択することもできる． 
一方，山陰地方は，多くの地域・区間において幹線道

路が直轄国道(国道9号)のみである．万一，災害などに

より唯一の幹線道路が通行不能になると，県庁所在地間

や生活圏中心都市間の交流・連携が途絶え，地域間およ

び各地域の経済・社会活動に支障をきたすこととなる．

平成18年7月に発生した豪雨災害では国道9号が被災・通

行止めとなり，復旧までの間に大幅な迂回が生じていた 
4) (図-6)． 
以上のように，非常時の代替路の確保の観点からみる

と，本来，山陽地方のように高規格幹線道路と直轄国道

の少なくとも2つの階層で幹線道路ネットワークが形成

されることが望ましい．また，高規格幹線道路と直轄国

道といった対象とする交通の移動距離帯が異なる2つの

階層の道路が存在することで，道路利用者は移動距離に

応じて道路を選択することも可能になると考えられる． 
 

(2) 県庁所在地間の移動実態 
既存文献5)では，都市間の所要時間と交通量の関係を

分析し，日帰り圏の目安を片道3時間以内としている．

ここでは，これを参考に中国地方内の県庁所在地間の移

動実態(連絡性能)を考察する．高規格幹線道路，直轄国

道など幹線道路を利用し，県庁所在地間を移動する際の

現状の連絡性能を図-7に示す6)． 
岡山市～広島市～山口市など，県庁所在地間距離が

150～170kmと山陽・山陰間の移動距離に比べて短く，ま

た高規格幹線道路が整備されている拠点間は3時間以内

で連絡できており，日帰り圏を形成している． 
これに対して，松江市～山口市や松江市～広島市は，

移動距離が長いにも関わらず，高規格幹線道路の整備も

遅れており連絡時間が3時間を超過している．これら拠

点間は日帰りで交流することができない状況にある． 
現在，今後の高速道路のあり方について議論されてい

るが，この中で高規格幹線道路ネットワークの走行性能

は，｢既存の国道も活用し主要な都市間･地域間を連絡速

度60～80km/h程度確保する｣ことが提言されている7)．仮

に連絡速度70km/h程度で高規格幹線道路ネットワークが

形成されたならば，松江市～山口市(約240km)を除く中

国地方のほとんどの拠点間で連絡時間が3時間未満とな

り日帰り圏内となる．このことから，中国地方内の交

流・連携の強化，および経済・社会活動の支援の点から，

山陰地方および山陽・山陰間の高規格幹線道路のネット
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図-5 幹線系道路ネットワークの状況 
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山陰地方：直轄国道のみ 

山陽地方：高速道路＋直轄国道 

図-6 山陰地方の災害発生時の例(平成18年7月豪雨災害)4) 
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※資料；H22道路交通センサスにおける混雑時旅行速度 
※松江～山口間の所要時間は山陰道・国道９号経由としている。 
※既設道路ネットワークを基準とした場合のイメージであり、都市間の所要時間と位置関係につ

いては一部一致していない部分が存在する。 

図-7 移動条件からみた国土のゆがみ6) 
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ワーク化は，重要な課題の一つであると考えられる． 
 

(3) 各地域の幹線道路等の交通性能状況 
山陽・山陰両地方の代表的な生活圏中心都市間におけ

る幹線道路の交通性能の実態を，H22道路交通センサス

混雑時旅行速度(上下平均)を用いて図-8に整理する． 
山陽地方(福山市～三原市間)は，基本的に高規格幹線

道路と直轄国道(現道+旧道)の｢2階層｣により幹線道路ネ

ットワークが形成されている．また，このほか交通性能

(旅行速度)上，これら2つの道路の中間的に位置する直

轄国道(BP)もあり，｢3階層｣となっている区間も存在す

る．各道路の旅行速度をみると，高規格幹線道路が70～
80km/hであるのに対し，直轄国道(現道+旧道)は20～
30km/hであり，高規格幹線道路と直轄国道(現道+旧道)と
の間の乖離が大きいことがわかる．県庁所在地間の連絡

といった比較的距離が長い移動については高規格幹線道

路の利用が考えられるが，隣接する生活中心都市への移

動(福山市～尾道市～三原市)に高規格幹線道路を利用す

ることは現実的ではなく，通常，一般道である直轄国道

(現道+旧道)の利用が想定される．2.で整理したように山

陽地方の生活圏中心都市間の距離は比較的短く，山陰地

方のように高い旅行速度が求められない．しかし，特に

都市部(福山市等)のように旅行速度が20～30km/hと低け

れば道路利用者が満足するレベルで拠点間を連絡するこ

とができない可能性がある．生活圏中心都市間の交流・

連携強化の観点でみると，①渋滞や混雑の激しい都市部

周辺では，一部区間でみられるように直轄国道(BP)を整

備し，幹線道路ネットワークを｢3階層｣としたり，②渋

滞・混雑が部分的な区間では，車線拡幅や交差点改良な

どを実施し直轄国道(現道+旧道)の旅行速度を全般的に

向上させたりすることが必要である． 

山陰地方(松江市～浜田市間)は，ほとんどの区間で幹

線道路が直轄国道(現道＋旧道)のみの状況にある．山陽

地方と異なりこれら直轄国道(現道＋旧道)の旅行速度は，

40km/h以上の区間も存在し全般的に高い傾向にある．し

かし，山陰地方は生活圏中心都市の間隔が疎らであり移

動距離が長く，山陽地方と同程度の地域の交流・連携や，

経済・社会活動の機会を提供するためには，更なる旅行

速度の向上が求められる可能性がある．これに対して，

一般道の旅行速度をこれ以上担保することは難しい．こ

のため，高規格幹線道路等の自専道を整備し，距離の長

い県庁所在地間や生活圏中心都市間の移動は高規格幹線

道路を，生活圏内の移動や比較的近接した生活圏中心都

市間の移動は直轄国道(現道＋旧道)を，といった2種類

の幹線道路を上手く役割分担させていくことも必要であ

ると考えられる． 
 
 

4. おわりに 

 
上記までで整理した中国地方の拠点配置および幹線道

路ネットワークの現状をふまえ，｢道路の階層性｣の観点

から中国地方における幹線道路ネットワークの問題点・

改善の方向性について考察する． 
 

(1) 山陽地方 
県庁所在地，生活圏中心都市といった拠点が比較的密

に配置され，また，幹線道路も基本的に高規格幹線道路

と直轄国道(現道)の2つの階層で形成されている． 
この結果，通常時には移動距離に応じて道路利用者は

幹線道路を選択することが可能であるとともに，災害時

などの非常時には幹線道路の代替路が確保されており，
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図-8 生活圏中心都市間における幹線道路の交通性能の実態の例 



 

 5

地域間の交流・連携が寸断される恐れがない． 
しかし一方で，直轄国道(現道)の旅行速度が低く，特

に一般道の交通量が多い都市内およびその周辺部では，

高規格幹線道路と直轄国道との旅行速度に大きな乖離が

生じている区間が存在している．このような区間では，

地域・交通の状況を十分分析し，①渋滞や混雑の激しい

区間では，高規格幹線道路と直轄国道(現道)の中間に位

置する直轄国道(BP)の整備する，②渋滞・混雑が部分的

な場合には，直轄国道(現道)の車線拡幅や交差点改良を

検討する，といった旅行速度向上に関する検討・対策を

適宜実施していくことが必要である． 
この結果によって，現状の｢2階層｣だけでは十分では

なく，場合によっては｢3階層｣の幹線道路ネットワーク

が今後必要となる区間も存在すると考えられる． 
 

(2) 山陰地方 
生活圏中心都市が疎らであり，隣接する都市間の移動

距離が長い．一方で，幹線道路ネットワークは直轄国道

(現道)のみの地域が多い． 
このため，万一災害などにより直轄国道(現道)が通行

不能になると，地域間の交流・連携が寸断され経済・生

活活動に大きな支障をきたすこととなる． 
このような状況をふまえると，高規格幹線道路のネッ

トワーク化が一番の課題であり，早急に｢2階層｣の幹線

道路ネットワークの構築が望まれる．また，これは拠点

間距離が長いという山陰地方の地域特性(課題)をカバー

することができ，県庁所在地間を日帰り圏内としたり，

山陽地方と同程度の地域の交流・連携や経済・社会活動

の機会を提供したりするうえでも必要と考えられる． 
 

(3) まとめ 
災害時など非常時における代替路の確保の点から幹線

道路ネットワークは少なくとも｢2階層｣で形成すること

が望まれる．この際，高規格幹線道路(自専道)と直轄国

道(一般道)といった交通の移動距離帯が異なる道路で形

成することで，通常時には移動距離に応じて道路利用者

が適当な道路を選択することが可能となる．山陽・山陰

といった地域間格差の軽減も期待される．また，山陽地

方など交通量が多く都市内およびその周辺部の交通渋

滞・混雑が大きな問題となっている地域では，｢2階層｣

では十分ではなく，｢3階層｣の幹線道路ネットワークが

必要となる場合も考えられる． 
今後は本稿で述べたように，拠点配置や幹線道路ネッ

トワークの現状といった地域の実情をふまえつつ，求め

られる幹線道路の旅行速度や階層数といった観点も含め，

幹線道路ネットワークの改善の方向性について検討して

いくことも必要であると考える． 
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